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野田市条例第７号 

 

   野田市手数料条例の一部を改正する条例 

 

野田市手数料条例（昭和５１年野田市条例第４号）の一部を次のように改正

する。 

 別表の６の１の項を次のように改める。 

１ 建築基準法（昭

和２５年法律第２

０１号）第６条第

１項の規定に基づ

く確認の申請又は

同法第１８条第２

項の規定に基づく

計画の通知に対す

る審査 

(1) 確認の申請に係る計画又は計画の通知に係る計

画に建築基準法第８７条の４の昇降機に係る部分

が含まれない場合 次に掲げる建築物の区分に応

じ、それぞれ次に定める金額 

 ア 床面積の合計が３０平方メートル以内のもの 

 ９，０００円 

 イ 床面積の合計が３０平方メートルを超え１０

０平方メートル以内のもの １９，０００円 

 ウ 床面積の合計が１００平方メートルを超え２

００平方メートル以内のもの ３３，０００円 

 エ 床面積の合計が２００平方メートルを超え３

００平方メートル以内のもの ４３，０００円 

 オ 床面積の合計が３００平方メートルを超え１，

０００平方メートル以内のもの ７１，０００

円 

 カ 床面積の合計が１，０００平方メートルを超 

え２，０００平方メートル以内のもの １００，

０００円 

 キ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超

え１０，０００平方メートル以内のもの ２８

０，０００円 

 ク 床面積の合計が１０，０００平方メートルを

超え５０，０００平方メートル以内のもの ４ 



 

 

 １０，０００円 

 ケ 床面積の合計が５０，０００平方メートルを

超えるもの ８００，０００円 

(2) 確認の申請に係る計画又は計画の通知に係る計

画に建築基準法第８７条の４の昇降機に係る部分

が含まれる場合 (1)の区分に応じそれぞれ定める

金額に当該昇降機について２の項に掲げる区分に

応じそれぞれ同項に定める金額の合計を加算した

金額 

備考 

  (1) 床面積の合計は、次に掲げる場合の区分に 

応じ、それぞれ定める面積について算定する。

   ア 建築物を建築する場合（イに掲げる場合

及び移転する場合を除く。） 当該建築に

係る部分の床面積 

   イ 確認を受けた建築物の計画の変更をして

建築物を建築する場合（移転する場合を除

く。） 当該計画の変更に係る部分の床面

積の２分の１（床面積の増加する部分にあ

っては、当該増加する部分の床面積） 

   ウ 建築物を移転する場合（エに掲げる場合

を除く。） 当該移転に係る部分の床面積

の２分の１ 

   エ 確認を受けた建築物の計画の変更をして

建築物を移転する場合 当該計画の変更に

係る部分の床面積の２分の１ 

  (2) 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成２７年法律第５３号）第１１

条第１項ただし書の規定の適用を受ける場合

（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関 



 

 

 する法律施行規則（平成２８年国土交通省令

第５号）第２条第１項第１号に該当する場合

に限る。）の手数料の金額は、この項に定め

る金額に、３３の項の右欄に掲げる区分に応

じ、それぞれ同項の規定による金額を加算し

た金額とする。 

 別表の６の３４の項を削り、同表の６の３３の項中「第３６条第１項」を「

第３１条第１項」に、「３２の項の右欄の区分に」を「３５の項の右欄の区分

に」に改め、同項の備考の(1)中「３２の項の備考の(3)」を「３５の項の備考の

(4)」に改め、同項の備考の(2)中「３２の項」を「３５の項」に改め、同項の備

考の(3)中「第３６条第２項」を「第３１条第２項」に、「第３５条第２項」を

「第３０条第２項」に改め、同項の備考中(3)を(4)とし、(2)を(3)とし、(1)の次に

次のように加える。 

  (2) 複合建築物に係る金額は、当該建築物について３５の項の備考の(5)の

規定により算定した金額に相当する金額に２分の１を乗じて得た金額と

する。 

 別表の６の３３の項を同表の６の３６の項とし、同表の６の３２の項中「第

３４条第１項」を「第２９条第１項」に改め、同項の(1)中「第３５条第１項各

号」を「第３０条第１項各号」に改め、同項の(2)のア中(ｲ)を(ｳ)とし、(ｱ)の次に

次のように加える。 

  (ｲ) 誘導仕様・計算併用法による場合 

   (ⅰ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル未満のもの ２５，０００

円 

   (ⅱ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル以上のもの ２８，０００

円 

 別表の６の３２の項の(2)のイ中(ｲ)を(ｳ)とし、(ｱ)の次に次のように加える。 

  (ｲ) 誘導仕様・計算併用法による場合 

   (ⅰ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル未満のもの ５０，０００

円 

   (ⅱ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル以上のもの ８４，０００ 



 

 

    円 

 別表の６の３２の項の備考の(6)中「第３５条第２項」を「第３０条第２項」

に改め、同項の備考中(6)を(7)とし、(5)を(6)とし、(4)を(5)とし、(3)を(4)とし、(2)

の次に次のように加える。 

  (3) 誘導仕様・計算併用法とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１０条第２号イ(1)及びロ(2)に定める基準又は同号イ(2)及びロ(1)

に定める基準により評価する方法をいう。 

 別表の６の３２の項を同表の６の３５の項とし、同表の６の３１の項中「第

１２条第２項又は第１３条第３項」を「第１１条第２項又は第１２条第３項」

に、「３０の項」を「３３の項」に改め、同項を同表の６の３４の項とし、同

表の６の３０の項を削り、同表の６の２９の項中「２８の項の右欄」を「３１

の項の右欄」に改め、同項の備考の(1)中「２８の項の備考の(3)」を「３１の項

の備考の(4)」に改め、同項を同表の６の３２の項とし、同項の次に次のように

加える。 

３３ 建築物のエネ

ルギー消費性能の

向上等に関する法

律第１１条第１項

又は第１２条第２

項の規定に基づく

建築物エネルギー

消費性能適合性判

定に係る審査 

(1) 一戸建ての住宅 

 ア 仕様基準による場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル未

満のもの １７，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル以

上のもの １９，０００円 

 イ 仕様・計算併用法による場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル未

満のもの ２５，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル以

上のもの ２８，０００円 

 ウ その他の場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル未

満のもの ３４，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル以

上のもの ３７，０００円 



 

 

 (2) 共同住宅等 

 ア 仕様基準による場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル未

満のもの ３２，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル以

上のもの ５６，０００円 

 イ 仕様・計算併用法による場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル未

満のもの ５０，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル以

上のもの ８４，０００円 

 ウ その他の場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル未

満のもの ６７，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル以

上のもの １１２，０００円 

(3) 工場、倉庫その他これらに類する用途として市

長が定めるもののみに供する非住宅建築物（以下

この項において「特定非住宅建築物」という。） 

 ア モデル建築物基準Ｂによる場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル未

満のもの １９，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル以

上のもの ２６，０００円 

 イ その他の場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル未

満のもの ２３，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル以

上のもの ３０，０００円 

(4) 特定非住宅建築物以外の非住宅建築物（以下こ 



 

 

 の項において「一般非住宅建築物」という。） 

 ア モデル建築物基準Ｂによる場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル未

満のもの ８５，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル以

上のもの １０８，０００円 

 イ その他の場合 

  (ｱ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル未

満のもの ２２１，０００円 

  (ｲ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル以

上のもの ２７７，０００円 

備考 

  (1) モデル建築物基準Ｂとは、建築物エネルギ

ー消費性能基準等を定める省令第１条第１項

第１号ロに定める基準をいう。 

  (2) 仕様基準とは、建築物エネルギー消費性能

基準等を定める省令第１条第１項第２号イ(3)

及びロ(3)に定める基準をいう。 

  (3) 仕様・計算併用法とは、建築物エネルギー

消費性能基準等を定める省令第１条第１項第

２号イ(1)及びロ(2)に定める基準又は同号イ(2)

及びロ(1)に定める基準により評価する方法を

いう。 

  (4) 共同住宅等に係る金額は、建築物の延べ面

積から共用部分の面積を除いた面積を審査の

対象とするときは、建築物の延べ面積から共

用部分の面積を除いた面積を建築物の延べ面

積とみなして算定した手数料の金額に相当す

る金額とする。 

  (5) 複合建築物の場合は、当該複合建築物を住 



 

 

 宅部分と非住宅部分とに区分し、住宅部分に

ついてはその単位住戸の数が１である場合に

あっては一戸建ての住宅と、その他の場合に

あっては共同住宅等と、非住宅部分について

はその用途が工場、倉庫その他これらに類す

る用途として市長が認めるもののみに供する

ものである場合にあっては特定非住宅建築物

と、その他の場合にあっては一般非住宅建築

物とそれぞれみなして手数料の金額を算定し

た場合の当該手数料の金額に相当する金額の

合計額とする。 

 別表の６の２８の項中「（平成２７年法律第５３号）第１５条第１項」を「

第１４条第１項」に改め、同項の(2)のア中(ｲ)を(ｳ)とし、(ｱ)の次に次のように加

える。 

  (ｲ) 誘導仕様・計算併用法による場合 

   (ⅰ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル未満のもの ２５，０００

円 

   (ⅱ) 建築物の延べ面積が２００平方メートル以上のもの ２８，０００

円 

 別表の６の２８の項の(2)のイ中(ｲ)を(ｳ)とし、(ｱ)の次に次のように加える。 

  (ｲ) 誘導仕様・計算併用法による場合 

   (ⅰ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル未満のもの ５０，０００

円 

   (ⅱ) 建築物の延べ面積が３００平方メートル以上のもの ８４，０００

円 

 別表の６の２８の項の備考中(4)を(5)とし、(3)を(4)とし、(2)の次に次のように

加える。 

  (3) 誘導仕様・計算併用法とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定め

る省令第１０条第２号イ(1)及びロ(2)に定める基準又は同号イ(2)及びロ(1) 

に定める基準により評価する方法をいう。 



 

 

 別表の６中２８の項を３１の項とし、２７の項を３０の項とし、２６の項を

２９の項とし、同表の６の２５の項中「２３の項」を「２６の項」に改め、同

項を同表の６の２８の項とし、同表の６の２４の項中「２２の項」を「２５の

項」に改め、同項を同表の６の２７の項とし、同表の６中６の項から２３の項

までを３ずつ繰り下げ、同表の６の５の項中「申請」の次に「に対する審査」

を加え、同項の(1)中「９，０００円」を「１９，０００円」に改め、同項の(2)

中「１１，０００円」を「２５，０００円」に改め、同項の(3)中「１５，００

０円」を「３１，０００円」に改め、同項の(4)中「５００平方メートル」を「

３００平方メートル」に、「２０，０００円」を「４０，０００円」に改め、

同項の(5)中「５００平方メートル」を「３００平方メートル」に、「３３，０

００円」を「５７，０００円」に改め、同項の(6)中「４５，０００円」を「７

７，０００円」に改め、同項の(7)中「１００，０００円」を「１５０，０００

円」に改め、同項の(8)中「１６０，０００円」を「２６０，０００円」に改め、

同項の(9)中「３３０，０００円」を「５４０，０００円」に改め、同項を同表

の６の７の項とし、同項の次に次のように加える。 

８ 建築基準法第７

条の６第１項第１

号若しくは第２号

又は第１８条第３

８項第１号若しく

は第２号の規定に

基づく認定の申請

に対する審査 

１件につき １２０，０００円 

別表の６の４の項中「申請」の次に「に対する審査」を加え、「９，０００

円」を「２２，０００円」に改め、同項を同表の６の６の項とし、同表の６の 

３の項を削り、同表の６の２の項の(1)中「８，０００円」を「２０，０００円」 

に改め、同項の(2)中「４，０００円」を「８，０００円」に改め、同項を同表

の６の３の項とし、同項の次に次のように加える。 

４ 建築基準法第７

条第１項の規定に 

(1) 建築基準法第７条の３第１項に規定する特定

工程に係る建築物 



 

 

基づく完了検査の

申請に対する審査

又は同法第１８条

第２０項の規定に

基づく工事の完了

の通知に対する検

査 

 ア 完了検査の申請に係る計画又は工事の完了の 

通知に係る計画に建築基準法第８７条の４の昇

降機に係る部分が含まれない場合 次に掲げる

建築物の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

  (ｱ) 床面積の合計が３０平方メートル以内のも

の １９，０００円 

  (ｲ) 床面積の合計が３０平方メートルを超え１

００平方メートル以内のもの ２５，０００

円 

  (ｳ) 床面積の合計が１００平方メートルを超え

２００平方メートル以内のもの ３５，００

０円 

  (ｴ) 床面積の合計が２００平方メートルを超え

３００平方メートル以内のもの ５０，００

０円 

  (ｵ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え

１，０００平方メートル以内のもの ８３，

０００円 

  (ｶ) 床面積の合計が１，０００平方メートルを

超え２，０００平方メートル以内のもの １

００，０００円 

  (ｷ) 床面積の合計が２，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メートル以内のもの 

１６０，０００円 

  (ｸ) 床面積の合計が１０，０００平方メートル

を超え５０，０００平方メートル以内のもの 

２６０，０００円 

  (ｹ) 床面積の合計が５０，０００平方メートル

を超えるもの ５４０，０００円 

 イ 完了検査の申請に係る計画又は工事の完了の 



 

 

 通知に係る計画に建築基準法第８７条の４の昇

降機に係る部分が含まれる場合 アの区分に応

じそれぞれ定める金額に当該昇降機について５

の項に掲げる区分に応じそれぞれ同項に定める

金額の合計を加算した金額 

(2) 建築基準法第７条の３第１項に規定する特定工

程に係る建築物以外の建築物 

 ア 完了検査の申請に係る計画又は工事の完了の

通知に係る計画に建築基準法第８７条の４の昇

降機に係る部分が含まれない場合 次に掲げる

建築物の区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

  (ｱ) 床面積の合計が３０平方メートル以内のも

の ２２，０００円 

  (ｲ) 床面積の合計が３０平方メートルを超え１

００平方メートル以内のもの ２８，０００

円 

  (ｳ) 床面積の合計が１００平方メートルを超え

２００平方メートル以内のもの ３８，００

０円 

  (ｴ) 床面積の合計が２００平方メートルを超え

３００平方メートル以内のもの ５３，００

０円 

  (ｵ) 床面積の合計が３００平方メートルを超え

１，０００平方メートル以内のもの ８６，

０００円 

  (ｶ) 床面積の合計が１，０００平方メートルを

超え２，０００平方メートル以内のもの １

１０，０００円 

  (ｷ) 床面積の合計が２，０００平方メートルを

超え１０，０００平方メートル以内のもの  



 

 

 １７０，０００円 

  (ｸ) 床面積の合計が１０，０００平方メートル

を超え５０，０００平方メートル以内のもの 

２７０，０００円 

  (ｹ) 床面積の合計が５０，０００平方メートル

を超えるもの ５５０，０００円 

 イ 完了検査の申請に係る計画又は工事の完了の

通知に係る計画に建築基準法第８７条の４の昇

降機に係る部分が含まれる場合 アの区分に応

じそれぞれ定める金額に当該昇降機について５

の項に掲げる区分に応じそれぞれ同項に定める

金額の合計を加算した金額 

備考 床面積の合計は、建築物を建築した場合（

移転した場合を除く。）にあっては当該建築

に係る部分の床面積について算定し、建築物

を移転した場合にあっては当該移転に係る部

分の床面積の２分の１について算定する。 

５ 建築基準法第８

７条の４において

準用する同法第７

条第１項の規定に

基づく完了検査の

申請に対する審査

又は同法第８７条

の４において準用

する同法第１８条

第２０項の規定に

基づく工事の完了

の通知に対する検 

(1) 小荷物専用昇降機以外の建築設備 １基につき 

３６，０００円 

(2) 小荷物専用昇降機 １基につき ２０，０００

円 

査  



 

 

 別表の６の１の項の次に次のように加える。 

２ 建築基準法第８

７条の４において

準用する同法第６

条第１項の規定に

基づく確認の申請

又は同法第８７条

の４において準用

する同法第１８条

第２項の規定に基

づく計画の通知に

対する審査 

(1) 建築設備を設置する場合（(2)に掲げる場合を除

く。） 次に掲げる建築設備の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める金額 

 ア 小荷物専用昇降機以外の建築設備 １基につ

き ２２，０００円 

 イ 小荷物専用昇降機 １基につき ８，０００

円 

(2) 確認を受けた建築設備の計画を変更して建築設

備を設置する場合 次に掲げる建築設備の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額 

 ア 小荷物専用昇降機以外の建築設備 １基につ

き １０，０００円 

 イ 小荷物専用昇降機 １基につき ６，０００

円 

 別表の７に次のように加える。 

９ 宅地造成及び特

定盛土等規制法（

昭和３６年法律第

１９１号）第１８

条第１項の規定に

基づく中間検査の

申請に対する検査 

(1) 盛土又は切土をする土地の面積が３，０００平

方メートル以内のもの ３，１００円 

(2) 盛土又は切土をする土地の面積が３，０００平

方メートルを超え２０，０００平方メートル以内

のもの ６，２００円 

(3) 盛土又は切土をする土地の面積が２０，００

０平方メートルを超え４０，０００平方メートル

以内のもの １２，４００円 

(4) 盛土又は切土をする土地の面積が４０，０００

平方メートルを超え７０，０００平方メートル以

内のもの ２４，９００円 

(5) 盛土又は切土をする土地の面積が７０，０００

平方メートルを超え１００，０００平方メートル

以内のもの ４３，６００円 



 

 

 (6) 盛土又は切土をする土地の面積が１００，００

０平方メートルを超えるもの ６２，３００円 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、別表の７に９の項を

加える改正規定は、令和７年５月２６日から施行する。 

 


